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キャパシティ制約型

サービス産業における収益管理
ーイールド・ マネジメントと顧客別収益性分析との統合一

青 木 章 通

はじめに

本 論文では，サービス産業のなかでもキャパシティに制約される産業(典

型的には航空産業・ ホテル産業などである)を;取り上げ， キャパシティ制

約下における収益 管理の方策について検討するD 、顧客は提供される財が無

形である典型的なサーピス業においては， サービス商品は!在庫が不可能で

あり， 販売されない商品は消滅するとされる(perishab leな性格を有する

とされる)九このような業界においては， サービスの最大提供可能量はキ

ャパシティによって制約されるO

キャパシティ制約下において収益を最大化するための手法として， 多く

のサービス産業ではイールド・マネジメントが導入されている。 しかL，

イールド・マネジメントは， 各セグメントに属する顧客(または顧客 セグ

メント)の個 の々収益性や， 顧客の生涯価値については考慮していない。

したがって， イールド・ マネジメントのみを実施すると， 短期的な収益の

最大化のみを追求する可能性があるD このような事態を回避するため には，

イールド・マネジメントによる収益 管理の財務的成果を顧客(セグメン

ト)という視点から測定するための枠組みが必要で、ある。

既存の管理会計研究においては， 顧客 別の収益性を分析するためにいく
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っかの枠組みが提唱されている。 そこで， 本 論文は顧客別収益性分析の枠

組みに着目して検討を行うO 第1節では， イールド・マネジメントについ

て簡単な説明を行うO 第2節では， 顧客収益性分析をタイプ別に分類し，

それぞれの特徴と問題点を明らかにする。 最後に， 第3節においてイール

ド・マネジメントと顧客別収益性分析とを結びつける試みについて検討す

るO

1 . イールド・マネジメントの基本的な枠組み

本節ではまず， イールド・マネジメントという手法について確認する。

イールド・マネジメントはレベニュー・マネジメントと も呼称され， キャ

パシティ制約型のサービス産業において広く普及している手法であるD 管

理指標となるイールド(yield)とは， RevPATI ( revenue per av ai1ab le time

b ased inventory ;利用可能時間として測定される在庫単位あたり収益)で

ある( Kimes， 1997) 0 製造業においてイールドは「歩留まり」の意味で

用いられることが多いが， RevPATIは金額で表される指標であり， 物量

で表示される歩留まりとは異なる意味を与えられている o RevPATIを表

す式は， 以下のように展開されるO

収益 収益 利用された時間数
RevPATI = _ . . _ _  :'.�-:-_ . _ _  .... _ _ _ .  _ _  .. . . x 

利用可能な時間数 利用された時間 数 利用可能な時間数

前項は利用時間あたりの平均販売単価を表し， 後の項はキャパシティの

利用率(キャパシティは利用可能時間という尺度を用いて表されている)

を意味しているO キャパシティを一定と仮定すると， 収益を最大化 するた

め には単価を向上させるか， キャパシティの利用率を増加させればよい口

しかし， 両者はトレードオフの関係にあるので， 両者を乗じて算出される

イールド(RevPATI)が 管理指標として適しているのである o 上記では最
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も基本的な算定方法を示したが， イールドは， 業種や企業によってさまざ

まに変形されて用いられている o

イールド・マネジメントはイールドの極大化を通じて収益の最大化を目

指す手法であるO イールド・マネジメントは， 論者によって様 な々定義が

なされているO ホテル産業を例にとると， Donaghy et' al. (1997)は， rイ

ールド・マネジメントとは収益極大化のための手法であり， 利用可能な客

室というキャパシティを最適な価格であらかじめ定められたマーケット・

セグメントに対して分配することを通じて， イールドを向上させることを

狙いとしている」と定義している。 また， ]auncey， Mitche l1 and Slamet 

(1995)は， rイールド・マネジメントの関心は， 需要の予測パターンを考

慮するために， 構造化された方法を用いて客室料金を操作することを通じ

て客室収益を最大化することにある」と説明しているD

上記の定義はイールド・マネジメントが目指すところに着目した定義で

あるO これに対して， ]ones (1999)は上記のような定義では不十分であ

り， そのシステム構造， すなわちいかにしてその目的を達成するかという

過程に着目した定義が必要であると主張した。 システム構造に着目した定

義として， ]onesはアメリカホテル協会(AHMA)による「イールド・マ

ネジメントとは， 収益を最大化することを目的としており， 値上げまたは

値下げを決定するため， そして予約の申し込みを受けるべきか断るべきか

を決定するために利用される一連の需要予測手法である」という定義を紹

介している(p. 86)o

イールド・マネジメントを実行するために， 企業はイールドという指標

に注目しながら， 顧客の需要動向に応じて価格を弾力的に変更する。 販売

価格は販売可能量の残高と需要動向に従って決定されるので， 予約売上の

比率が高いことがイールド・マネジメントを導入する前提条件となるO ま

た， イールド・マネジメント導入の効果を高めるためには， 正確な需要予

測が必要となるO 企業が継続的な取引を有する固定顧客を数多く抱えてお
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り， その行動に関する情報が入手可能であれば， 予測の精度は向上するO

しかし， イールド・マネジメントを実施しで も固定顧客を識別したり， 収

益性の高い顧客( セグメント)を明らかにすることはできない。

2. 顧客別収益性分析のタ イプ別分類

2-1罵 顧客別収益性分析の3つのタイプ

管理会計の分野では， 1990年代頃より顧客別の収益性2)を測定する試み

が行われてきた。 伝統的な責任 センター， ブランドといった セグメントに

加えて， 顧客という新たな セグメントの区分が追加されたのである(田中，

1997， p.280)o 収益性の高い顧客を明らかにするために， または失っては

ならない顧客を明らかにするために， さまざまな分析枠組みが提示されて

きた。 顧客別の収益性を分析するための枠組みを整理すると， 以下の3種

類に分類されるD

圃単一期間を対象とした顧客別収益性分析の枠組み

・顧客の継続的取引志向性を考慮していない枠組み … ( 1 ) 

・顧客の継続的取引志向性を考慮している枠組み … ( 2 ) 

圃複数期間を対象とした顧客別収益性分析の枠組み … ( 3 ) 

単一期間を対象とした分析とは，期間を区'切って(多くの場合は 1 年間)

主に実績データに基づいて顧客別の収益性を測定する枠組みである。 これ

に対して， 複数期間を対象とした枠組みは， 顧客が もたらす生涯価値(Li fe

time v alue; 1.:百1)に着目するO 顧客がその企業と取引を開始してから取

引を終了するまでの複数の期間を分析対象として， その生涯にわたって も

たらす利益の合計額を見積 もり， 長期的な視点から収益性の高い顧客を明

らかにする。
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単一期間を対象とした分析は,さらに,顧客の継続的取引志向性の有無

を考慮している枠組みと考慮していない枠組みとに分類される｡顧客の継

続的取引志向とは,ある顧客が特定の企業と継続的に取引を続ける意向の

ことを指す｡継続的取引志向性を考慮していない枠組みにおいては,すべ

ての顧客のなかから収益性の高い顧客を明らかにするために分析が行われ

る｡継続的取引志向性を考慮している枠組みにおいては,継続的取引志向

性の高い顧客(または顧客セグメント)と低い顧客とをあらかじめ何らか

の基準を用いて分類したうえで,継続的取引意向の高い顧客が,当該企業

の利益の合計額のうちどの程度までを生み出しているのかを明らかにする｡

次に,それぞれの枠組みについて簡単な検討を行う｡

2-2.単一期間を対象とした顧客別収益性分析の枠組み

2-2-1.顧客の継続的取引志向性を考慮していない枠組み

単一期間を対象とした収益性分析は,企業の損益計算書を展開すること

で実施されることが多い｡ Foster (1994)は｢各々の収益額は平等に貢献

するものではない(邦訳p.129)｣として顧客セグメント別,個々の顧客

別の収益性分析のための枠組みを提示している3'｡たとえば,スポーツ用

タオルの製造･販売を行っているブルーリッジ社の顧客グループ別の収益

性分析の結果は次の通りである｡なお,コストの算定にはABC (活動基

準原価計算)が用いられている｡

収益に対する割合(%) �8ｼiy�h,���+x.乖Hﾘr３��

大規模な顧客 �3ゅ�R�67.3% 

中規模な顧客 �#"縒R�32.8% 

小規模な顧客 �3偵"R�-0,1% 

分析の結果,ブルーリッジ社の営業利益額の多くは,大規模な顧客グル

ープに依存していることが明らかになった｡図表1は大規模な顧客グルー
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プに属する8 社について， 収益と営業利益についてランクづけした もので

あるO

図表1 収益と営業利益のランク付け

収益のランク付け

顧客 収益($) 営業利益 累積収益 累積収益/全収益

A 71，632 21司662 71，632 23.2% 

B 64，531 37，616 136司163 44.1% 

C 44， 153 15，707 180，316 58.4% 

D 39，521 23司407 219，837 71.2% 

E 30，915 -4，209 250司752 81.2% 

F 25，627 13，654 276司379 89.5% 

G 18司279 -10司874 294，658 95.4% 

H 14司104 5司699 308，762 100.0% 

営業利益のランク付け

顧客 営業利益($) 累積営業利益 累積営業利益/全営業利益

B 37，616 37，616 36.6% 

D 23，407 61，023 59珂4%

A 21司662 82，685 80.5% 

C 15司707 98，392 95.8% 

F 13，654 112，046 109.1% 

H 5，699 117，745 114.7% 

E -4，209 113司536 110.6% 

G -10，874 102司662 100.0% 

出典: Foster， 1994， 邦訳p.131.

分析の結果， 同社の営業利益の約 8 割が， 大規模な顧客のなかの3社(B

社， D社， A社)から もたらされていることが明らかになった (図表1の

「営業利益のランク付け」を参照)0 Fosterによる分析 の枠組みは， 顧客

セグメントごとの収益性を明らかにして注目すべき顧客 セグメントを特定

し， さらに当該 セグメント内の個々の顧客別収益性を明らかにするという

2段階の分析になっている。
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同様の分析は， Kaplan and Cooper (1998)によって も実施されている。

同書ではカンサール社のケースが紹介されているO カンサール社では販売

管理費の割当てを主眼に置いて顧客別の収益性を明らかにし， 累積利益を

表示した。 同社によると， 20%の最 も収益性の高い顧客が全体の225%の

営業利益を生み出しており， 10%の顧客が利益の125%を失っている九

Fosterと 同様に， カンタール社ではABC/ABM5)を用いることによって，

利益が隠れている顧客と損失が隠れている顧客を明らかにしている。 サー

ビス提供コストが高いに もかかわらず 伝統的な原価計算ではコストが低く

算定されている顧客や， その逆の顧客が存在していると考えられる。 ABC

によって 以 前より も 正確なサービス提供コストが算定され， これまでの認

識と異なる収益性が明らかになったのであるO 以上のように， Kaplan and 

Cooper (1998)による顧客別収益性分析の目的は， 特定の年度において

収益性の高い( もしくは低い)顧客を明らかにし， 収益性の低い顧客につ

いては何らかの行動を起こすことによって全社的な収益性を改善しようと

試みる点にある。

なお， Kaplan and Cooper (1998)においては， 収益性が低い顧客への

対処の方策が複数提示されているO たとえば， ABC/血Mによるサービ

ス提供原価モデルでは， 定量化できない便益を もたらしてくれる顧客， 学

習の機 会を与えてくれる顧客などについては手を切るべきではないというO

これらの点から， 単一期間の分析結果のみで顧客を評価するのではなく，

長期的な視点から顧客を選別する必要性を認識していることは明らかであ

るO しかし， 実際に 長期的な収益性を明らかにするためのモデルは提示さ

れておらず， 短期的な収益性分析の結果を用いて， 長期的な収益性を推察

するという方向性のみが提示されている。

以上の枠組みは顧客の継続的取引志向性を前提として作成された もので

はない。 したがって， 収益性の高い顧客が高い顧客ロイヤリティを有して

いることが保障されていない。 また， 顧客の生涯価 値 も考慮されていない。
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上記の分析の目的は， 収益性の高い顧客(または顧客 セグメント)を発見

することにある。

2-2-2. 顧客の継続的取引志向性を考慮している枠組み

単一期間を対象とした顧客別収益性分析でありながら， 顧客の継続的取

引志向性を考慮している枠組みとして， 固定収益マネジメント(浅田，鈴

木・川野， 2005)があげられる。 固定収益とは， r一定期間において取引

の継続性が高い顧客から得られる収益( p.3)Jであり， 固定収益マネジ

メントとは「顧客関係性の構築に基礎を置いた戦略を計画的に展開し， そ

の進捗を 管理するための 管理会計に基づくマネジメント( p.4)Jと定義

されるO 固定収益マネジメントにおける 1 つのステッ プとして実施される

顧客別収益性分析の特徴は， 継続的取引志向性に基づいて顧客を固定顧客

と変動顧客に分類している点にある。

固定収益マネジメントにおける評価 も， 暦年の損益計算書のフォームを

改定した ものであるO たとえば， あるホテルにおける法人顧客という顧客

セグメント( 同書では， 顧客 セグメントの分類にはRFM分析を用いるべ

きことが指摘されている)の収益性分析は図表 2 の通りであるO 過去の取

引記録に基づいて顧客を新規顧客， 新規固定顧客， 長期固定顧客に分類し，

限界利益と貢献利益とを算定しているO

まず， 貢献利益の絶対額および売上高貢献利益率を 比較することで， 継

続的取引意向の高い顧客が収益性において も優位であるかが検証される。

また， 長期固定顧客と新規固定顧客とから得られた貢献利益を合計した金

額( 91，07 9千円+70， 415千円=161， 4 94千円)から共通固定費(198，245千

円)を控除することで， 図表には表示されていないが固定営業利益(ム

36，751千円)が算出される。 固定営業利益は， 固定顧客(新規固定顧客と

長期固定顧客)から得られる貢献利益で固定費がどの程度カバーできてい

るかを表す指標である。 固定営業利益の額は， 顧客関係性を構築する プロ
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セスにおいて,同社がどの段階にあるかを示す1つの指標となる｡以上の

ような分析を顧客セグメント別に実施する｡

図表2　固定収益マネジメントによる顧客セグメント別貢献利益の算定

(単位:千円)

爵客属性 剞V規顧客 ��hｴｸﾌY.囲ｨｷ��長期固定簾客 僭ｩXｩW9EﾉN��合計 

売上 �114,402 ��C�ﾃ3S2�91,620 ��346,375 

変 動 費 ��9yﾙ5稲��I{��4,448 �"ﾃ田��1,833 ��9,242 

リネン費 鉄�R�632 鼎�"� ��ﾃSS��

ランドリーおよび ドライグノー二ング �"�#モ�2,807 亦ﾃ�3"� 澱ﾃ�#��

客室用消耗品費 �"ﾃ�S��2.526 ��ﾃcC�� 澱ﾃ#3R�

食材原価 �"ﾃ����2,897 �"ﾃ#s�� 途ﾃ#ッ�

その他 釘ﾃ#3B�3,123 塔s�� 唐ﾃ#3R�

限界利益 �98740 ��#RﾃC�r�82,744 ��306,891 

個別固定費 �33,346 �3Bﾃ3#��12.329 ��80.003 

貢献利益 �65,394 涛�ﾃ�s��70,415 ��226,888 

共通固定費 � �� ��唐�#CR�198,245 

営業利益 � �� ��28､643 

売上高貢献利益率　　　57. 2%　　　　64. 9%　　　　76. 9%

出典:浅田･鈴木･川野, 2005, p.354.

以上述べたように,固定収益マネジメントにおける顧客別収益性分析は,

顧客セグメント別の収益性を明らかにすることに加え,対象となった企業

がどの程度の顧客関係性を構築しているかを検証し,次に取るべき行動に

ついての情報提供を行うことを目的としている｡

固定収益マネジメントは,継続的な取引志向性をその測定モデルに明確

に取り入れている｡まず,固定顧客はロイヤリティの高い顧客と解されて

いる｡また,継続的な取引志向性に基づいて顧客を分類し,収益性を測定

するということは,継続的取引志向の有無によって収益性が異なるという
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仮説が存在していることを意味する。さらに， 高いロイヤリティを有して

いる(と推測される)固定顧客から得られる貢献利益を重視する(固定営

業利益を算定して管理の指標に用いる)ということは， ロイヤリティの高

い顧客がもhたろ す利益のほうが低い顧客のもたらす利益より・も重要で、ある

という仮説が存在じていることを意味するo以上のようeに， 固定収益マネ

ジメントの枠組みにおいては， 収益性を測定する枠組みのなかに継続的な

取引志向性を取り入れている点に特徴がある。

，2-3. 長期的な顧客収益性分析の枠組み

複数期間を対象とした顧客収益性分析の枠組みは， 分析期間を1年じ限

定せず，顧客の生涯価値(Gupta aÌld Lehmann， 2003 ; Heskett et.él�. ， 2003) 

に着目する。ある年度の顧客別収益性分析は， 顧客価値の年次のスナップ

ショットを提供しているに過ぎないからである(Ness et al.，2001a， p. 35) 0 

顧客生涯価値は， 以下の式で表される。

CLV= 会 mt

t� (1+i)/ 

ある顧客の生涯価値は， その顧客が当該企業との取引聞にわたって生み

出すキャッシュフローの割引価値を合計したものである。式中のmは所

与の期間tにおける利益であり， n は顧客がその企業と取引を行い続ける

期間の数であり， iは割引率であるO

顧客生涯価値は概念的には単純で、あるが， との金額を実際に見積もるた

めには期間ごとの利益と顧客との取引期間とを合理的に見積もる必要があ

る0'また， 個々の顧客別の収益性分析を行うケースは少なく， 顧客セグメ

ント全体の生涯価値の算定が行われるケースが多い。そのため， 当該企業

にとっての顧客の維持率ーある所与の期間において， その企業から離れて

いかずに購入し続ける顧客の比率ーを見積もる必要がある。しかし， 顧客
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の維持率の予測は困難であり， 様々な簡便化や単純化された前提が用いら

れる(Gupta and Lehmann， 2003) 0 比較的単純な顧客生涯価値算定モデ

ルを以下に示す。

図表3 顧客生涯個値の算定

表1

表計算ソフトによる単純なCLTVの算定

収益 初年度 2 年 目 3 年 目 4年目 5 年 目

顧客数 1唱。。。 400 180 90 50 

顧客維持率 40% 45% 50% 55% 60% 

顧客あたり平均

年間売上高 $150 $150 $150 $150 $150 

収益合計 $150，000 $60，000 $ 27， 000 $13，500 事7，425

コスト

コスト比率 50% 50% 50% 50% 50% 

コスト合計 $ 75， 000 $ 30， 000 $13，500 $ 6， 750 $3司713

利益
組利益 $ 75， 000 $ 30， 000 $13，500 $ 6， 750 $3，713 

割引率 1. 00 1. 20 1珊44 1. 73 2.07 

NPV利益 $ 75， 000 $25，000 $9，375 $3，906 $1，790 

累計NPV利益 $ 75， 000 $100，000 $109，375 $113，281 $115，072 

CLTV $75.00 $100.00 $109.38 $113.28 $115酒07

出典: Pitt.， et. al. 2000， p.14. 

単一期間の顧客収益性分析と複数期間の顧客収益性分析における違いは，

その測定の目的に加えて， 利用されるデータの性質にあるO 単一期間の分

析は主として実績データを基にして作成され， 過去の数字を基に収益性の

高い顧客を発見するために用いられる(または収益性の高い顧客が， 企業

の収益基盤にどの程度貢献しているか検証する)。これに対して， 長期間

の顧客収益性分析は将来の見積もりデータを基に予測を行うO ただし， 両

者は無関係ではない。顧客生涯価値を見積もるためには， 単一期間におけ

る顧客収益性分析のデータが参考になるo Blattberg et a1. (2001)は， 顧

客の獲得， 顧客の維持， 既存顧客に対する追加販売という区分に従って，
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各段階とバランスさせて顧客ポートフォリオを作成し， マーケティング活

動を組織化すべきであると主張している。

2-4. 顧客別収益性分析の相互関係

本節では， 顧客別収益性分析を単一期間を対象にしたものと複数期間を

対象にしたものとに分類し， それぞれの特徴について考察を行ったD 以上

の関係をまとめると， 図表4のようになるD 実績データに基づく単一期間

の収益性の測定結果は， 複数期間にわたる長期的な収益性予測のために用

いられるO 予測データに基づく長期的な収益性分析の結果に基づいて， 収

益性の高いまたは低い顧客に対する取扱施策が変更されるO 長期的な収益

性分析を行っていない企業においては， 単一期間の収益性分析の結果から

長期的な影響が暗黙のうちに想定され， 単一期間の収益性分析の結果に基

づいて顧客に対する取扱施策が変更されるO

図表4 顧客別収益性分析の相互関係

ロイヤリティと収益性の関係性の検証

田容別収益性の測定

顧客取扱施策の再検討

出典筆者作成
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顧客取扱施策の変更は 2種類のルートで実績データの数値に影響を与

える 1つは施策の変更により顧客内部の中間的な成果(顧客の満足度な

いし顧客ロイヤリティ)が改善され， 収益性に影響を及ぼすケースである。

もう1つは， 施策によってサービス提供コストが変化し， 収益性に影響が

及ぼされるケースであるO この場合には， 中間的な成果に影響は及ぼす影

響は限定的であるO 以上のように， 単一期間の収益性分析と複数期間の収

益性分析は， 中間的な成果とも関連しあいながら影響を及ぼし合っているO

3. イールド・ マネジメントと顧客別収益性分析の統合

前節では 3種類の顧客別収益性分析について検討を行い， その特徴を

明らかにした。 本節ではイールド・マネジメントと顧客別収益性分析との

統合について検討するO とはいえ， 両者を統合することはそれほど難しく

なv\o イールド・マネジメント導入下における弾力的な価格変更によって

生じた収益は， 容易に顧客別に再集計可能であるO 収益を顧客セグメント

別に跡付けることによって， イールド・ マネジメントの成果をこれまでと

は異なる角度から明らかにできる。

統合に伴う問題は， 実現可能性ではなくその有用性・用途にあるO 前述

の通り， 顧客別収益性分析は3種類に分類され， それぞれ異なる特徴を有

しているO したがって， どの種類の分析と統合するかによってその用途が

異なると考えられるO それぞれの顧客別収益性分析と統合した場合の有用

性・用途についてまとめたのが， 図表5であるO 以下では， それぞれのケ

ースについて考察するO



160

図表5　イールド･マネジメントと顧客別収益性分析との統合

用　途

出典二筆者作成

3-1.単一期間の顧客別収益性分析との統合

3-1 -1.継続的取引志向を考慮しない単一期間の収益性分析との統合

継続的取引志向を考慮しない単一期間の顧客別収益性分析の枠組みをイ

ールド･マネジメントと統合する場合には,その有用性はイールド･マネ

ジメントの成果を顧客セグメント別に測定することとともに,イールド･

マネジメント導入下において収益性の高い顧客セグメントを発見すること

に求められるだろう｡

イールド･マネジメントの成果は,収益の合計額の増加分だけでなく,

利益としても測定する必要がある｡価格を調整することにより稼働率が変

化すれば,変動費の額が変化するからである｡また,イールド･マネジメ

ント実施に伴うコストの一部は個別固定費として顧客セグメント別に割当

て可能である｡したがって,イールド･マネジメントの成果の測定は,顧

客セグメント別に集計された貢献利益に基づいて行うべきである｡イール

ド･マネジメントの導入により収益性が向上した顧客セグメントと収益性
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が低下した顧客セグメントを明らかにすることにより， 長期的な収益性の

向上に向けて有用な情報が提供されるD

3-1-2. 固定収益マネジメントとの統合

継続的取引志向の高い顧客は， 通常， 収益性が高いとされるO それは収

益とコストとの両面から達成されるO しかし， イールド・ マネジメントを

導入している企業において， 固定顧客が高い収益性をもたらす保証はない。

なぜなら， 継続的取引志向性の高い顧客に高い価格を付しているわけでは

なく， 価格は顧客の購買パターンによって決定されるからであるO たとえ

ば航空産業の場合， 予約を早い時点で、行った顧客に対して安い価格が付さ

れ， フライト日に近い日に予約を行った顧客に対して高い価格が付されるO

顧客の購買パターンはその顧客が有している継続的取引志向とはほぼ無関

係であるO 固定顧客が早い時期に航空券を購入している場合には， 少なく

とも短期的には， 固定顧客の収益性が低くて新規顧客の収益性が高いとい

う結果がもたらされる可能性がある。

固定収益マネジメントにおいては収益の質に注目し， 固定顧客から得ら

れる安定的な収益を重視する。 この観点に立てば， 固定顧客から得られる

利益が低いことは望ましくない。 したがって， 固定顧客から得られる貢献

利益や固定営業利益の額が継続的に低い場合には， イールド・マネジメン

トの条件を変更する等の施策が必要となる場合もあるだろうD このような

視点は固定収益マネジメントと結びつけることによってはじめて可能にな

るO

3-2. 複数期間の顧客別収益性分析モデルにおけるイールド・マネジメ

ントの効果の検討

イールド・ マネジメントによってもたらされた収益は通常， 実績値とし

て測定されるO 将来の価格は顧客の需要動向によって複雑に変化するため，
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イールド・ マネジメントの将来の成果を顧客セグメント別に予測すること

は困難であるO しかし， 短期的な分析の結果もたらされた情報に基づいて，

現在の状況が継続すると仮定すると， 継続的取引意向の強い顧客は生涯に

どの程度の利益をもたらすかを試算することが可能である。 すなわち， イ

ールド・ マネジメントという手法が企業の長期的な収益性にどの程度の影

響を及ぼしているか推測することが可能で、あるO

収益管理は本来， 長期的な視点で行われるべきである口 したがって， イ

ールド・ マネジメントの方針変更は， 長期的な顧客分析と結び付けるべき

であるD 単一期間の分析から得られた情報を複数期間の分析に用いること

で， 間接的ではあるが， イールド・ マネジメントと複数期間にわたる顧客

収益性分析とを結びつけることができるO

おわりに

本論文ではイールド・ マネジメントと顧客別収益性分析とを統合するこ

とにより， 短期的な視点に陥りがちなイールド・ マネジメントをより長期

的な視点から考察することを目的としたD しかし， 顧客別収益性分析には

いくつかの種類があり， どの分析枠組みと結びつけるかによって得られる

情報が変わってくる。 本論文では， 顧客別収益性分析を3種類に分類し，

その期待される役割， 測定における前提， および、使用されるデータが異な

ることを明らかにした。 また， 長期的な分析の予測のためには単一期間の

分析データを用いる必要があること， 複数期間の分析結果に基づいて顧客

の取扱施策を変更する必要があり， その成果は単一期間の分析結果として

定期的に測定する必要があることを明らかにした。

イールド・ マネジメント導入の成果も， それぞれの分析枠組みの形式に

従って測定されるO 単一期間の分析については， イールド・ マネジメント

を実施した実績データと統合することによってj収益性の高い顧客セグメ
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ントを明らかにし， 継続的取引意向と収益性との関係を明らかにすること

ができるO

複数期間にわたる収益性分析とイールド・ マネジメントとを直接的に結

びつけることは困難であるO なぜなら， イールド・ マネジメントによる価

格の変更は需要動向によって弾力的に行われるため， 顧客セグメント別の

収益に与える影響を予想することが困難であるO しかし， 両者を間接的に

結びつけることは可能であるO 現状が継続すると仮定することで， 複数期

間にわたるイールド・ マネジメントの効果を予想することが可能だ、からで

あるO

以上， イールド・ マネジメントと顧客別収益性分析の枠組みとを結びつ

けることにより， イールド・ マネジメントの成果が顧客セグメント別とい

う異なるかたちで提示されることが明らかになった。 用途に応じた適切な

組み合わせや， 実際の フォーマットについては， 今後の検討の課題とした

し'0

注

1 ) すべての サービス商品が無形ではない。 あらゆる商品は無形部分と有形部分か

ら構成されており， 混合的な形態を有している(青木， 1999) 0 

2 ) 収益性には絶対額で測定する絶対的収益性と， 相対比で測定される相対的収益

性がある(森脇， 1997)。 通常， 収益性は相対的収益性を意味する場合が多いが，

本論文においては収益性を個別の 顧客(もしくは顧客セグメント)が生み出す利

益 の 絶対額との意味で用いている。 すなわち， 本論文における収益性 は絶対的収

益性であるので注意が必要である。

3 ) 本論文は Foster教授の 学会報告資料を『企業会計J誌上で翻訳・掲載したもの

であり， 原典を入手することはできなか った。

4 ) 累積利益 の グラフはちょうど鯨の ヒレの 部分の ような形状を示すことか らクジ

ラ曲線(wha1e-curve)と一般に呼称されている。Kaplan and Cooper (1998)に

よれば， 多くの 企業において， 累積営業利益を表す曲線はクジラ曲線となる。 す

なわち， どの 企業にも収益性が高い顧客と損失を生み出している顧客の 両方が存

在する。 また， 最近ではこの クジラ曲線に関連してロン グテール(1ong-tail)戦
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略が議論されているが， 本論文 では紙幅の関係からこの問題については触れない。

5 ) Kaplan and Cooper (1998) では業務的ABMと表現されている。 ABCとABM

との関係 をいかに理解すべきかについては， 論者によってさ まざ まな見解がある。

しかし，本論文 の問題 意識 とは深く関係しないので，本論文 では単純にABC/ABM

と表示した。
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